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第3章 ニューメディアとメディア発展史

1.マス・メディアの発展

(1) マス・メディアの盛衰

マス・メディアとして、最も長い歴史をもつメディアは、新聞である。

グーテンベルグの活版印刷術の発明以来、新聞と名のついた多くの印刷物が

刊行されたが、広く大衆に普及するようになる新聞は、 19世紀の30年代を待

たなければならなかった。いわゆる大衆新聞の登場である。その最初は、ベ

ンジャミン• H・デイが創刊した「ザ・ニューヨーク・サン (TheNew York 

Sun)」であるといわれている。国によって、早い遅いの違いはあるが、産業

革命の進展によって生み出された新しい都市大衆（都市労働者）を読者対象

にして、読みやすくて、興味がもてて、安い大衆新聞が続々と誕生していっ

た。

量的拡張を目指す大衆新聞の成立は、出版の自由、読み書き能力の普及、

広告の必要、出版技術の革新、交通・運送手段の革新などの条件が、うまく

そろってこないことにはむずかしい。ちょうど1830年前後から50年頃にかけ

て、そうした条件が整い始める。その頃から第二次世界大戦終りまでのざっ

と100年のあいだに、私たちが今日見るところのマス・メディアが誕生し、

それぞれの特性をより発揮して、大きな発展を遂げた。アメリカを除きヨー

ロッパも日本も戦火によってマス・メディアも被害をこうむるが、戦後経済

の復興のなかで、戦前のメディアも息を吹き返すことになる。戦後、一番目

立ったのは、戦争で一時中止させられていたテレビの発展である。

ハードコピー系の新聞、雑誌、出版とソフトコピー系のレコード、映画、

ラジオ、テレビの発展の後をふりかえってみると、ハードコヒ°ー系が量的に

も質的にも、圧倒的にソフトコピー系を凌駕していたと概括してさしつかえ
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なかろう。ラジオが戦争中に時の権力者によって、強力なプロパガンダのメ

ディアとして利用されたことはあっても、利用電波の数が少なかったし、情

報の量とバラエティーにおいて、それは、活字文化を越えるだけの厚みをも

つものではなかった。なんといっても、ハードコピー系は、グーテンベルグ

の活版印刷術以来の伝統があり、その歴史のなかで出版・言論の自由を勝ち

とり、社会的には優れた図書館制度を築き、活字文化は人々の自由な表現の

メディアとして、と同時に自由な選択によって利用されるという歴史を誇っ

てきた。

戦後の復活は、まず新聞から始まる。マス・メディアとしてカバーする

ニュースの範囲、ジャーナリズム機能の発揮からして、新聞がなんといって

も、メジャーな存在であった。大衆娯楽のマス・メディアとしては、映画が

あげられる。ラジオは唯一の電波マス・メディアとして広く受け入れられ、

その黄金時代を築くが、テレビの普及が進むにつれて、ラジオは斜陽化に向

かい、映画もラジオと同様に、テレビの普及で斜陽化に向かう。こうしたメ

ディアの盛衰は、国によって時代がずれて起こっており、日本とアメリカと

の比較でいえば、メディアが早く成熟し、盛衰の姿が早く現れるのがアメリ

カである。

アメリカ映画の黄金時代は、 1930年から1940年代の終りまでの20年間で

あったといわれている。これはテレビの普及がそうさせたのであった。日本

ではテレビのスタートが、 1953（昭和28)年であったから、テレビの影響が

現れるのが、アメリカよりざっと10年ぐらい遅れてやってくることになる。

日本の映画観客動員数は、 1958（昭和33)年がヒ°ークで、全盛の頂点をむか

えていたのであったが、それから観客数が下降の一途をたどることになる。

広告費を収入源とするマス・メディアは、広告費の増減がメディアの盛衰

を物語る指標になる。日本の状況でいえば、ラジオは1960（昭和35)年を

ヒ°ークに広告費収入が減り始め、 1964年には雑誌広告に抜かれてしまう。新

聞とテレビの広告収入では、どちらも絶対額は年々増えていくが、 1975（昭

和50)年からテレビが新聞を抜いて、テレビの広告吸引力が増大していく。

現在の順位は、テレビ、新聞、雑誌、ラジオとなっている。
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(2) プレ・ニューメディア

いわゆる「ニューメディア時代」というのが、いつから始まったのかは定

かではない。私は、それは1980年頃とみるのが適当ではないかと思っている

が、それには前史があり、まずそれを「プレ・ニューメディア」の時代とし

て整理しておこう。

ケープルテレビは、テレビの普及とともにその歴史は古く、 CATV

(Community Antenna Television) と呼ばれ、難視聴解消を目的にしてできて

いった。 CATV局によっては、地域で番組を制作して「自主放送」を行うと

ころもあった。この時代の CATVは再送信が主体で、要するにテレビ放送

の補完メディアの域を越えるものではなかった。したがって、テレビにとっ

ては、 CATVはテレビの視聴者をより拡大してくれるという意味で、競争相

手ではなかったのである。

衛星は、 1957年にソビエトが「スプートニク 1号」を打ち上げたのが最初

で、これを機に、米ソの宇宙競争が激しく展開されていく。アメリカは1962

年7月に「テルスター1号」を楕円軌道に乗せ、はじめての大西洋横断テレ

ビ中継に成功。同年12月に打ち上げられた「リレー1号」は、翌1963年11月、

日米間の太平洋横断のテレビ中継に成功する。この時、アメリカから入って

きた映像が、ケネディー大統領暗殺のニュースであった。静止衛星の最初は、

1964年8月に打ち上げられた「シンコム 3号」で、東京オリンピックはこの

衛星で世界に中継された。

通信衛星を用いた国際間の通信を促進するために、 1964年に国際電気通信

衛星機構、略して INTELSAT(International Telecommunications Satellite Organization) 

が、暫定的にスタートし、 1973年になって、政府間国際機構として恒久化し

た制度となる。「インテルサット 1号」（アーリーバード）が、 1965年4月に打

ち上げられ、商業用として、放送だけではなく、電話にもデータ通信にも用

いられる。打ち上げられる通信衛星は、年を経るごとに、寿命は長く、性能

もよくなり、回線あたりの投資費用も安く、使い勝手がよくなり、広く利用

されるようになっていく。

1970年代に入ると、カナダやアメリカの通信会社が、相次いで国内用の衛
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星事業に参入し始める。アメリカでは1972年に FCCが、「オープン・スカ

イ・ポリシー」を採択、民間企業の衛星事業への参入が相次いで、 80年代に

入っては、国内通信衛星が、社会にとって不可欠の通信システムとして機能

することになる。

コンピュータの登場がなかったら、情報化社会の到来はない。コンピュー

タの第一号は、戦後の1946年、アメリカのペンシルバニア大学で開発される。

ENIAC (Electronic Numerical Integrator and Computer) と名づけられたコンピュー

タは、真空管18,800本を使った長さ30メートル、重さ30トンという巨大なも

のであった。

コンピュータの歴史は、山川正光氏の分け方によると、第1世代が真空管

時代で1950-58年頃までを指し、 トランジスタ時代が第2世代で、 1964年頃

までで、第 3世代が IC時代で1978年頃まで続き、それ以後は LSIから超

LSIとなって第4世代に入るとされる（山川正光『やさしいメディア技術発達史

読本』日刊工業新聞社、 1990年、 48頁）。

第3世代までは、コンピュータは大きくて、値段も高く、企業体関係でな

いことには、利用がむずかしかった。コンピュータは工場やオフィスに取り

入れられていき、産業界での情報化が進んだのであった。情報化が個人を含

めて社会全体に浸透していくのには、コンピュータが高性能で、小型化し、

値段も安くなる必要があった。 1980年頃からそうしたことが可能になり始め

る。

コンピュータが単体として利用されている時代は、まだ本格的な情報化の

時代とはいえない。それが電気通信と結びついて、ネットワークを組んで利

用されるようになってはじめで情報化社会が本格化する。コンピュータとテ

レコミュニケーションとの結合を、「C&C」(Computer& Communication) と命

名したのは、小林宏治氏であった。 1978年には、フランスではノラ・マン

ク・レポート (Noraand Minc)が出され、情報処理とコミュニケーションの

結合がテレマティクス (telematics) と呼ばれた。 80年代以降のコミュニケー

ションが、それ以前と違ってもつ大きな特徴は、なんといってもこの「コン

ピュータとコミュニケーションの結合」である。

「プレ・ニューメディア」の時代に、コンピュータばかりでなく、テレコ
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ミュニケーションの分野でも数々の技術革新があった。先にふれた通信衛星

の発展はそのうちの一つであるが、光ファイバー・ケーブル、ディジタル技

術など、通信にとって画期的な技術の開発がなされるが、実用の段階に入っ

ていくのは、 80年頃からと見ておいてよいだろう。

(3) マス・メディアの隆盛

第二次世界大戦後から1980年頃までの約35年のあいだに、マス・メディア

のなかでの盛衰はあったが、マス・メディア全体としては、産業的にも伸び、

大きな成長を遂げたのである。なかでもテレビの成長は著しく、テレビに

とっては、その存在を脅かすようなメディアの出現は考えられない、といっ

た感すらあった。

マス・メディアは産業革命以後の工業化社会の原理によく適合して発展を

みた。大量生産・大量販売・大量消費の論理のなかで、マス・メディアも多

くの読者、多くの視聴者を獲得するために、競争を展開した。広告を収入源

にするマス・メディアは、広告の獲得のために、よりいっそうのオーディエ

ンスの拡大にしのぎを削りあった。

放送でいえば、国家から許可される電波の数に制限があり、少数の限られ

た電波しかなく、少数者の競争が最大多数のオーディエンスを求めるとなる

と、サービス内容が類似せざるをえず、「視聴率主義」とか「低俗番組・類

似番組の氾濫」などといった批判が尽きることがなかった。それは、いって

みれば、番組の標準的・画ー的生産が行なわれたことに対する抗議の声でも

あったわけであるが、なにしろ多様性を発揮するほどに、チャンネル数は多

くはなかったということである。

メディア情報の規格化・画ー化・類似化といった現象は、画ー的大量生産

によって経済発展を遂げた工業化社会を反映したものとして解釈できる。そ

してそれはまた、国を規模として、国民の統合に役立ち、ナショナリズムに

貢献する。日本でいえば、日本国民の関心にそって、国民に受け入れられる

ような情報が提供される。つまりマスコミといっても、ネーション・ワイド

にとどまっていたというわけである。

送り手が少数である時は、受け手に選択の余地は少なく、送り手主導型に
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なってしまいがちである。受け手は送り手が提供する時間にあわせて、与え

られた情報を受けとり、受身にならざるをえない。

放送のような国家の免許を受けて営む事業を、イシェル・デ・ソラ・プー

ルにならって「放送モデル」といえば、放送はまさに「放送モデル」である

ことによって、「政治的公平」といった制約を背負わなければならないので

ある。プールは、規制を受けることのないメディアを「印刷モデル」とし、

「政府が全てのものに非差別的アクセスを保障する」ものを、「コモンキャ

リア・モデル」として分類している（プール著、堀部政男監訳『自由のためのテ

クノロジー』東京大学出版会、 1988年、 290頁）。

この三つのモデルを使って考えるならば、次の「ニューメディアの時代」

を迎えるまでは、新聞・出版は「印刷モデル」の論理のなかで、放送は「放

送モデル」のなかで、電話・通信は「コモンキャリアー・モデル」のなかで、

それぞれの発展を遂げたわけである。

2.ニューメディアの時代

(1) ニューメディアの登場

ニューメディアの登場といっても、それは先にみた「マス・メディアの隆

盛」の水面下で準備されていたわけである。印刷モデル、放送モデル、コモ

ンキャリアー・モデルの3モデルは、それぞれの内側で激しい競争をするこ

とがあっても、全体としてはたがいの境界を侵すことなく、棲み分けられて

いた。ところが、コンピュータによる情報処理とテレコミュニケーションの

結合は、それらの境界線をあいまい化することになる。みずからのコン

ピュータを電話回線に自由に接続できるようにするためには、まずそれまで

の独占的に運営されていたテレコミュニケーションの自由化が必要となる。

アメリカでは、 1982年に AT&Tは分割され、競争条件の平等化が図られ、

イギリスでは、 1984年プリティ ‘ ッンュ・プレコム (BritishTelecommunications) 

の独占権廃止と民営化が実現する。 1985年、日本の電電公社は民営化され、

電気通信への民間事業者の参入が認められるようになる。
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新しい技術が登場しても、それを受け入れる社会の法制度が整備されてい

かないことには、現実化することはないわけで、 80年代に入って、まずは、

基礎ができあがり、 C&C時代の幕が開けていくこととなる。

ニューメディアとーロにいっても、その中身については、それぞれの国の

歴史的・社会的条件に従って、早く現実化したものもあるし、遅れてスター

トしたものもある。

有線系では、ケーブルテレビ、ビデオテックス、ファクシミリ、パソコン

通信、テレビ会議、新電話サービスなどがあげられるが、通信のデジタル化

や帯域圧縮技術、光ファイバーの採用により、どんな新しい形態のサービス

が登場するかはまだ全貌が見えてこない。無線系についても、技術革新がい

まなお相次いでいるが、現在のところでは、通信衛星、放送衛星、テレテキ

スト、 PCM放送、 HDTV放送、移動体無線といったものがあげられよう。

単体系のものとしては、 VP、LD、HDTV、CD、DAT、CD-ROM、コン

ピュータなどがあげられるが、もちろんこれらは、有線系および無線系と結

合して使用されることはいうまでもない。

ケーブルテレビが、空中波テレビの補完メディアの位置にとどまっていた

時代は、ニューメディアとはいえなかったのであるが、通信衛星とつながっ

てケーブルネットワークを形成するようになり、ニューメディアになったわ

けである。アメリカでは、ケーブルテレビが通信衛星とつながってケーブル

ネットを実現するのが1975年で、日本ではこれを「スペース・ケーブルネッ

ト」と呼んでいるが、日本で実現するのは、 1989年に日本通信衛星と宇宙通

信が大型商業衛星を打ち上げてからのことである。アメリカのケーブルテレ

ビは、 1975年には13.2パーセントの普及率が、 88年で53.8パーセントに達し、

今日の状況では、テレビ所有世帯の約60パーセントに普及しているといわれ

ている。アメリカでは通信衛星が早くから発達を見たので、ケーブルの敷設

がないところでは、通信衛星から直接に個別受信をしているので、日本に見

られるような放送衛星は発達を見ていない。ケーブルテレビの普及で、これ

までの三大ネットワークの占拠率は下降傾向をたどり、マス・メディアとし

てのテレビの状況が変わりつつある。

日本では、ケーブルテレビの多チャンネル・サービスの歴史は浅いが、番
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組サプライヤーも20数社誕生し、徐々に普及しつつある。しかし、アメリカ

と違って、視聴者の直接受信を可能とする放送衛星のサービスの方が、普及

が先行しつつある。 1992年には、通信衛星を利用しての個別受信のサービス

も始まることとなった。時代の流れは、日本も確実に多チャンネル化の方向

に向かいつつあることはまちがいない。

通信衛星は、国際用の大規模衛星、中規模衛星、国内用衛星など数多くの

静止衛星が地球をとりまいており、国内ばかりでなく、国際間の通信も非常

に容易になり、テレビカメラが送り出しさえすれば、いまや家庭のテレビ・

ブラウン管には、世界のあらゆる地点が、リアル・タイムで映し出される。

何か大事件が発生しての臨時の中継の時代から、今日では国境を越えたテ

レビ放送を常態化するという時代が訪れている。アメリカの CNNインタナ

ショナルが世界に向けて送出する CNNニュースはまさにそうであり、ヨー

ロッパの中規模衛星のサービスもそうである。ヨーロッパと同様にアジアで

もそうしたサービスが始まった。

1990年に香港政庁から許可を取得したスターTV(Satellite Television Asian 

Region)は、中国が打ち上げたアジアサット 1号を使用して、ニュース、ス

ポーツ、音楽などの 5チャンネルのサービス (1992年7月現在）を展開し、日

本を含んだアジア圏およびその周辺諸国あわせて38カ国をカバーする。 24時

間サービスで広告料で運営され視聴料は無料である。

電話回線を用いたビデオテックスは、 1980年前後から実用化され始める。

日本のキャプテンシステムは、 1984年から商用サービスに入る。文字と図形

による情報をホスト・コンピュータに蓄積し、端末からのリクエスト情報を

電話回線を通じて、テレビスクリーンに映し出すのである。イギリスでは、

プレステルといわれるシステムが、 1979年に商用サービスを開始し、旧西ド

イツでは、ビルトシルムテキストの名をもつビデオテックスが1984年に商用

サービスを始めた。カナダではテリドンが開発され、アメリカでは、 AT&T

が開発した PLP(Presentation Level Protocol)をテリドンと統合して、 1982年に

ナプルプスと名づけた統一方式を制定する。フランスは、テレテルという

サービスを1982年に開始するが、これまでの電話帳を廃止し、ミニテルとい

う端末機を電話加入者に無料で提供し、それを端末としてのビデオテックス
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サービスを行う。

現在、普及も伸びて成功しているのは、フランスのテレテルぐらいのもの

である。アメリカでは、電子新聞を実現するかのように受けとられて、新聞

社がビデオテックスに進出したが、中止ないし撤退を余儀なくされている。

ナイト・リダーの子会社によるビュートロンは、 1983年11月に始まって、 86

年4月に中止。タイムス・ミラーによるゲートウエイは、 84年10月にスター

トして、 86年3月に中止になった。

ビデオテックスは、それ用の端末機を必要とするが、文字だけの簡単な情

報はパソコン通信でまかなえ、パソコンの普及によってパソコンを利用した

ネットワークが広がりつつある。新聞社は、記事情報をデータベース化し、

パソコン通信で加入者に情報を提供することを始めた。金融や証券、経済情

報など、専門情報をリアルタイムで加入企業に配信するサービスもある。新

聞社や通信社は、最も新しい情報を扱うと同時に、過去の情報を大量に蓄積

しており、これらの情報を、電子情報として送り出しを図りつつある。つま

り、一つは鮮度の高い情報をパソコン通信によって、急ぎでない過去の情報

は CD-ROMに入れて、オフラインで利用してもらおうというわけである。

CD-ROMは、膨大な文字情報を蓄積し、かつ検索も容易にできるとあって、

出版業から注目されており、電子出版の分野が新しく誕生しつつある（高橋

洋文編著『テレコム』日本経済新聞社、 1987年、 322-333頁）。

映像の分野に目を転じてみると、これまでの映像ソフトは、映画とテレビ

の分野で生産されたが、家庭用 VTRの普及によって、その家庭用 VTRを目

指して、映像ソフトがつくられるようになった。ソニーが、ベータマックス

を発表したのが1975年、翌年には日本ビクターが VHS方式を出す。両社と

も高画質化、長時間録画、音声の HiFi化を競い合うが、規格は統一されな

いままに、 VHS方式が市場を支配していく。ソニーは1985年に 8ミリビデ

オを発表し、いままた8ミリビデオの市場をめぐって激しい競争が演じられ

ている。ビデオは既存の邦画や洋画をビデオ化したものが多いが、その他文

化、教養、教育、趣味、ハウツウものなどさまざまなジャンルのものが映像

化されるようになり、それらは市販あるいはレンタルされており、売上高を

年々伸ばしつつある。
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LD（レーザーディスク）も、単体系の映像メディアとして伸びつつある。

LDは、オランダのフィリップスとアメリカの MCAにより開発され、日本

ではパイオニアが1981年に発売を開始した。針を使わないので劣化せず、あ

る意味では永遠に保存される映像メディアなのかもしれない。音における

CDと似ており、劣化しないメディアが誕生したことに注目しておきたい。

CD（コンパクト・ディスク）は、オランダのフィリップスと日本のソニー

が共同開発し、日本では1982年に発売、その後、これまでの LP市場をほと

んど壊滅させるまでに、急速に普及するにいたる。

映像ソフトの売上げは、かつては映画館での収入が主体であったが、今日

では、ビデオの市販・レンタルの売上げが主流になってしまっている。映像

ソフトは、需要が増えてきているにもかかわらず、日本はその多くを輸入に

依存しており、映像ソフトに関しては、超輸入国になっている。映像ソフト

への資本の投下もアメリカのハリウッドに向かっており、ソニーのコロンビ

ア映画の買収、松下電器の MCAの買収などはその例である。

HDTVとしての日本のハイビジョンは、走査線が1,125本で、現行525本

のテレビとは格段に違った画像の鮮明さを誇っている。方式が違うため、現

行のテレビ受像機との互換性はない。カメラも VTRもハイビジョン用のも

のが用意されなければならない。単体系として、イベント会場や、医療関係、

美術館などの業務用にすでに利用されている一方、放送用としての使用が準

備され、放送衛星を用いての試験放送が、 1991年11月25日から始まった。国

際的な規格の統ーがないままのスタートである。アメリカはアメリカで、

ヨーロッパで独自の方式を開発中である。

(2) マス・メディアの変容とニューメディア

ニューメディアの出現で、既存のマス・メディアはどのような影響を受け

るのであろうか。技術革新がまだまだ進んでいくなかで、その影響を読みと

るのはたいへんむずかしい。いくつかの傾向を抽出してみたいと思う。

多メディア・多チャンネル これまでの新聞、雑誌、出版、映画、レコー

ド、ラジオ、テレビといったマス・メディアは、それぞれの情報の出口に一

定の限界があった。ハードメディア系は要するにプリントによって、映画は
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映画館という空間系メディアに縛られて、レコードはプレヤーとラジオに出

口は絞られ、ラジオとテレビは免許制の枠のなかで数が制限されて、という

ように出口に限りがあった。ニューメディアの登場は、まずそれらの情報の

出口数の制限を解き放った。

プリント系のものは、音に変換してテープや CDに記録されるし、大量の

文字や図形は CD-ROMに記録され、電子出版のかたちをとることができる。

新聞社や通信社では、記事データベースをつくり、即時ニュースも遅滞

ニュースも電子情報として送り出すことができるようになった。

映像系のものは、ビデオや LDに固定すれば、映画も映画館だけではなく

て、プレヤーのあるところ、どこででも見ることができる。出口は無限に広

がってしまったといってよい。

放送系は、放送衛星と通信衛星、ケーブルテレビの活用で、チャンネル数

が飛躍的に増加した。衛星テレビに電波の圧縮技術が利用されれば、どれだ

けのチャンネルが可能になるのか予測がつかない。これまで出口に制限が

あったために表に出てこなかった情報に、門戸が開放されるわけである。

ケーブルテレビが地域情報の新しい出口になるのも門戸の開放と考えられる。

メディアの数が増え、伝送路が増えていくと、当然内容が差別化していく

ことになる。専門化、趣味別化、対象別といった個別化が広まり、全体とし

て多様化する。新聞の「総合一覧性」やテレビの「総合編成」も一つの特徴

をもったものとして、多様化のなかに位置づけされることになる。

マス・メディアが、個別化していけば、国民に一様に共有される情報が少

なくなるのではないか、という心配がある。娯楽系・趣味系のものに関して

は、そういう傾向をたどっていくことになると思われるが、ニュースや時の

話題、ジャーナリズム性を帯びたものについては、国民が一様に関心をもっ

分野なので、そうはならないし、そういう関心をいっそう満たすために、

ニュースやスポーツなどの専門チャンネルが生まれるであろう。

多メディア・多チャンネルの時代では、伝達手段や伝送路のハードを所有

しているということは、力を持ちえず、それらに乗せるソフトを所有してい

るかどうかが問われてくる。ソフトの調達、企画、製作といった力が試され

ることになる。
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メディアの融合 これまでにも一つのソフトがプリント系から生まれ、そ

れが映画にテレビにと転換されるといった「メディア連動」の現象はあった

が、「メディア融合」の現象はなかった。コンピュータの情報処理が進み、

それにテレコミュニケーションの技術革新が重なり、情報が電気的に処理さ

れ伝達されるようになって、従来のメディアとメディアとの境界が崩れだし

たのである。有線の電話と無線の融合、印刷と電気通信の融合、映画とビデ

オとの融合、放送と通信の融合などによって、新しい情報のシステムが誕生

してきている。

先にふれたイシェル・デ・ソラ・プールの三つのモデル「出版モデル」

「コモン・キャリア・モデル」「放送モデル」を使っていうならば、メディ

アの融合はこれらモデル間の融合をもたらすことになる。何の政府規制も受

けない出版が、規制を受ける放送の分野を抱え込むようになったり、放送が

多くのチャンネル（ケープルを含めて）を抱え込むことから、出版モデルに近

づいていくとか、通信のコモン・キャリアーモデルとも重なる部分ができて

くる、といった現象が生まれてくる。

デジタル技術は、文字から音声、図形、データ、静止画、動画にいたるま

での一切の記号を、一つの伝送路で伝達することを可能にした。そしてそれ

らの情報はコンピュータによって再現されることになる。 B-ISDNが普及し、

パソコンの性能がいっそう上がると、パソコンはまさにマルチ・メディアと

しての機能を発揮することになる。メディア融合の先は、まだ定かではない

が、それでも融合は進んでいくことであろう。

ユーザー主導型 これまでのマスコミの発展は、少数の送り手が圧倒的多

数の「受け手」にメッセージを届けるというかたちを基本としてきた。情報

は送り手が選ぴ、送り手の設定したフォーマットに収めて提供するというも

のであった。つまり、「送り手主導型」の伝達であった。新聞と放送はいつ

も最大のオーディエンスを求めて競争を展開してきた。いまなお、このマ

ス・オリエンテッドな傾向は続いているし、そうしたマス・メディアの存在

はなくなりはしないが、ニューメディアの特徴は、受け手がみずからの都合

で、時間を選んで、みずからの欲しい情報にアクセスできる仕組みを用意し

たことにある。家庭で録画して都合のよい時間に見たり、市販やレンタルの
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ビデオを使用するのもそうだし、パソコン通信で、データベースに自由にア

クセスするのもそうである。

多メディア・多チャンネルの状況下では、情報がかつてないほど氾濫する

ことになるが、それだけいっそう個人は選択を迫られる。時には気楽に送り

手主導の情報に身をまかせることがあっても、使い手としての個人が出てこ

ないことには、ニューメディアは宝の持ち腐れとなる。現在のニューメディ

アの普及状況は、そうした「ユーザー主導型」の個人が着実に増えてきてい

ることを物語っていると考えてよいだろう。

グローバリズムとローカリズム 新聞も放送も長いあいだ、自分の国を工

リアとして自国民を対象に、ニュースの収集・加工・伝達を行ってきた。マ

スコミといっても、それは、ネーション・ワイドのマスコミを意味してきた。

日本でいえば、東京を中心としての情報ネットワークが形成され、東京発情

報の占める比重が高く、画ー的情報が日本全国に流れるという構造が支配し

てきた。情報がカバーするのは、日本であり、日本国民であるわけである。

その日本人を対象にメディアの拡張競争を展開するので、日本人の関心・興

味に合うものを選ぶかたちで、情報提供が行われる。ローカルのマスコミが、

ローカル情報を用意したからといって、ローカルの人々がそれを歓迎するよ

りも、東京発の情報により関心が強ければ、そうならざるをえなかったとい

う事情はある。外国の情報にしても、日本に関係がないとか、強い関心が生

まれそうもないなら、そうした情報は少なくなるか、無視されてしまうわけ

である。

マスコミの送り手の編集作業を経て、送り出される情報は、編集意図に

よっで情報の取捨選択が行われるのはいうまでもないが、ニューメディアの

登場は、新たにネーション・ワイドのマス・メディアを誕生させるばかりで

なく、ローカル・ワイドのメディアも、グローバル・ワイドのメディアも誕

生させることを可能にする。と同時に、編集作業という手続を抜いで情報発

信をするメディアも登場してくる。

放送衛星、通信衛星、ケープルテレビの三者が将来どのようなメディア秩

序を形成していくのかは予断を許さない。これらの多くがネーション・ワイ

ドで使われるであろうということは予想されるが、ローカル・ワイドとグ


















































































































